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海外子会社の株式譲渡及び株式譲渡に伴う特別損益の計上に関するお知らせ 
 

当社は、当社グループの事業展開について抜本的な見直しを行った結果、平成 22 年 12 月 20 日開催

の取締役会において、当社の連結子会社である韓国共同ＰＲ株式会社（以下、当該子会社という）の株

式 42,700 株を当該子会社の代表取締役社長である李 光鎭（リ グアンジン）氏に譲渡することを決

議いたしました。なお、当該子会社株式の譲渡に伴いまして、連結におきましては特別利益が、個別に

おきましては特別損失が下記のように計上されますのでお知らせいたします。また、本件により当該子

会社は当社グループの連結対象から除外されます。 

 

記 

１．譲渡の理由 

当社は、韓国企業・団体の日本におけるＰＲ活動の獲得と日本企業の韓国におけるＰＲ活動を支援

することを目的として平成 18 年 7 月にソウル市に支店を設立、その後、同国における取引の拡大・

多様化する市場に対応するため、平成 20 年６月に支店を現地法人化いたしました。 

また、平成 18 年に中国上海市に全額出資の共同拓信公関顧問（上海）有限公司を設立し、平成 19

年には欧州におけるＰＲ会社の連合体である Global.com に加盟しベルギー及びドイツの提携ＰＲ会

社に当社社員を出向させ、当社グループの海外事業展開を図ってまいりました。 

今般、当社グループの海外事業を見直した結果、現有する経営資源をより高効率な事業部門に集中

させることが直近で執り得る手段であると判断いたしました。 

当該子会社におきましては、韓国国内の景気動向及び当該子会社の実績不足から当初の計画通りに

事業を推進することができず、当該子会社は設立以来、黒字化を未だ実現できておりません。今後の

当該子会社の見通しを慎重に検討した結果、早期の経営成績の改善への見通しの目途が立たないこと

から、当該子会社の株式を譲渡することといたしました。 

今後、引続き当社グループの海外事業展開における子会社の在り方について検討してまいります。 

 

２．譲渡する子会社の概要 

(1) 商 号：韓国共同ＰＲ株式会社（日本名） 

Kyodo PR Korea Co., Ltd.（英語名） 

(2) 代 表 者：代表取締役会長 大橋 榮（当社代表取締役社長） 

：代表取締役社長 李 光鎭（リ グアンジン） 

(3) 本 店 所 在 地：ソウル市江南区狎鷗亭洞 518 KIA ビル 2Ｆ 

(4) 設 立 年 月 日：平成 20 年６月 16 日 

(5) 主な事業内容：メディア・リレーションズを中心とした広報活動の支援、代行、コンサルテ
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ィング。危機管理広報、ＩＲ、インターネット関連業務に至る総合的なコミ

ュニケーション・サービス。 

(6) 事業年度の末日：12 月 31 日 

(7) 従 業 員 数：６名（平成 22 年 11 月末現在） 

(8) 資 本 金 の 額：6.6 億ウォン（約 67 百万円） 

(9) 発行済株式総数：66,000 株 

(10) 株 主 構 成：当社            46,000 株（所有割合：69.7%） 

   李 光鎭（リ グアンジン） 14,000 株（所有割合：21.2%） 

           金 正秀（キム ジュンス）  6,000 株（所有割合： 9.1%） 

(11) 最近の経営成績：               (単位：百万円) 

 平成 20 年 12 月※ 平成 21 年 12 月 

売 上 高 2 69

営 業 利 益 △27 △47

経 常 利 益 △27 △47

当 期 純 利 益 △27 △47

純 資 産 21 △23

総 資 産 25 58

    ※平成 20 年度においては、同年６月設立後の半年間の経営成績となります。 

 

３．株式の譲渡先 

(1) 氏 名：李 光鎭（リ グアンジン） 

(2) 住 所：韓国ソウル市江南区 

(3) 当社との関係：同氏は当該子会社の代表取締役社長であります。 

 

４．譲渡株式及び譲渡価格について 

(1) 譲渡前の所有株式数： 46,000 株（所有割合：69.7％） 

(2) 譲 渡 株 式 数： 42,700 株 

(3) 譲渡後の所有株式数：  3,300 株（所有割合： 5.0％） 

(4) 譲 渡 価 格： 42,700 円 

 

５．異動（株式譲渡）の日程 

平成 22 年 12 月 20 日  取締役会決議 

平成 22 年 12 月 22 日  株式譲渡契約書締結 

平成 22 年 12 月 22 日  株式譲渡 

 

６．特別損益の計上 

   連結業績においては、子会社株式売却の影響により 48 百万円の特別利益を計上する見込みであ

ります。また、個別業績においては、特別損失として子会社株式売却損を 44 百万円計上する見込

みであります。 

 

７．今後の見通し 

本件により当該子会社は当社グループの連結対象から除外されます。 

また、当該子会社株式譲渡による平成 22 年 12 月期通期業績予想への影響は、本日付で公表して

おります「特別損益の発生及び通期業績予想（連結・個別）の変更に関するお知らせ」のとおりで

あります。 

以上 


